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に制定された金融商品の販売等に関する法律（平成 12 年法律第 101 号）は，顧



















































































 3）　潮見佳男「規範競合の視点から見た損害論の現状と課題 （1）（2・完）」ジュリ 1079
号 91 頁以下，1080 号 86 頁以下（1995 年）。
 4）　小粥太郎「説明義務違反による不法行為と民法理論 （上）（下）」ジュリ 1087 号
118 頁以下，1088 号 91 頁以下（1996 年）。
 5）　潮見佳男編著 『消費者契約法・金融商品販売法と金融取引』 （経済法令研究会， 
2001 年）130～137 頁 〔高橋眞〕，松尾直彦監修・池田和世著『逐条解説  新金融商品
販売法』（きんざい，2008 年）172～175 頁。
 6）　全国証券問題研究会は『証券取引被害判例精選』 と 『証券取引被害判例セレクト』 
に掲載されている顧客側勝訴した判決を基に，先物取引以外の証券判例データベー
ス （投資家勝訴） を作成し，ホームページ（http://cgi2.osk.3web.ne.jp/~syouken/db/
















（1993 年），「シンポジウム  消費者被害と過失相殺」先物取引被害研究 3 号（1994
年），特に 17 頁以下〔窪田充見報告〕，26 頁以下 〔河上正二報告〕，35 頁以下〔松本
恒雄報告〕，三木俊博ほか「証券投資勧誘と民事的違法性―外貨建ワラント取引を
巡って」判タ 875 号 33 頁（1995 年），河内隆史「先物取引最高裁判決の意義と今後
の課題」先物取引被害研究 7 号 8～9 頁（1996 年），山口和男「元裁判官から見た先
物取引訴訟」先物取引被害研究 17 号 12 頁（2001 年），川地宏行「投資勧誘におけ
る適合性原則（二・完）」三重大学法経論叢 18 巻 2 号 38 頁（2001 年），加藤進一郎
ほか「過失相殺プロジェクトチーム中間報告（その 1～3）」先物取引被害研究 23 号
（下）23 頁以下（2004 年），村本武志「消費者取引における適合性原則―投資取引
を素材として」 姫路法学 43 号 65 頁 （2005 年）， 今川嘉文 「投資行為と過失相殺 （1～
4・完）」先物取引被害研究 25 号 （下） 29 頁以下 （2005 年），26 号 83 頁以下 （2006
年）， 27 号 118 頁以下（2006 年），28 号 91 頁以下（2007 年），内橋一郎ほか『先物
取引被害と過失相殺』（民事法研究会，2006 年）などがある。
 8）　内橋・前掲注 7）214～236 頁参照。
 9）　窪田・前掲注 7）489 頁参照。
10）　たとえば，瀬川信久「不法行為における過失相殺の拡張」法教 145 号 83 頁（1992
年），松原哲「過失相殺『理論』の現状と課題」田山輝明ほか編『民法学の新たな展











対応のために」法協 134 巻 11 号 167 頁以下（2017 年）が興味深い分析を行ってい
る。

































【 1】　大阪地判平成 18 年 3 月 24 日証券セレクト 27 巻 303 頁（3 割の過失相殺）
〔事案の概要〕　3 人の顧客はともに 40 代であり，それぞれが小売業の経
営者，会社員，家業の手伝いをしており，ともに投資経験がなかった。



































































































【 5】　神戸地判平成20年 3月 14日先物取引裁判例集51号 358頁（6 割の過失相殺）
〔事案の概要〕　顧客は 72 歳（取引終了時 85 歳）の女性であり，月額 3 万



















成 14 年 4 月 26 日に先物取引を再開し，それから終了までの損失が 4114















【 6】　大阪高判平成 20 年 9 月 25 日先物取引裁判例集 53 号 194 頁（裁判例【5】の控
訴審，2.5 割の過失相殺）
〔判 旨〕　控訴審裁判所は「……平成 8 年 4 月 1 日の時点では，1 審原告




高齢（本件取引当初 72 歳で，取引終了当時 85 歳）の独身の女性である 1
審原告の 6000 万円程度の全資産を失わせたものであり，現在の 1 審原告













相殺が一審の 6 割から 2.5 割までに縮減された主な理由は，一審裁判所と異
なり，控訴審裁判所が金融業者側の行為の悪質性を重視したところにあるよ
うである。




所有し，1 か月約 140 万の賃料収入があり，平成 14 年 6 月から統合失調























【 8】　大阪地判平成 21 年 3 月 4 日判タ 1306 号 280 頁（7 割の過失相殺）






















































































【11】　大阪地判平成 22 年 4 月 15 日証券セレクト 37 巻 1 頁（7 割の過失相殺）
〔事案の概要〕　顧客は定年退職したものであり，自己申告によると，投
資取引の経験があり，2000 万円以上 3000 万円未満の金融資産を有し，年
344











































【13】　東京地判平成 23 年 8 月 2 日金法 1951 号 162 頁（8 割の過失相殺）





たあと，「D は，……本件投資信託 1 以外の金融商品も原告に紹介してお
り， 原告はその中から本件投資信託 1 を選択したものである。そして， 原











は本件投資信託 1-②の購入にあたり， 日経平均株価が 3 年間の間に 30%
以上も下落することはないであろうと安易に考えていたことが推認され












【14】　横浜地判平成 24 年 1 月 25 日証券セレクト 42 巻 129 頁（4 割の過失相殺）
〔事案の概要〕　顧客は 76 歳であり，自己申告によると，3000 万～5000 万















【15】　大阪地判平成 26 年 2 月 18 日証券セレクト 47 巻 63 頁（5 割の過失相殺）
〔事案の概要〕　顧客は 73 歳であり，自己申告によると，年収が 500 万円




認めたあと，「原告は，被告 Y1 の勧誘によって，被告 Y1 に取引を事実上
一任するようになったものではあるが，原告自身株式取引等によって損失
が生じることがあることを認識して取引を行っていたこと，不法行為以前

















【16】　東京地判平成 26 年 3 月 24 日判時 2248 号 44 頁（3 割の過失相殺）
〔事案の概要〕　顧客は不動産会社勤務のあと，エステサロンを個人経営
しており，投資経験がある。自己申告によると，年収 1000 万円，現金・
預貯金 2500 万円，その他 1500 万円および外貨預金を有している。平成



























































と， 「……現に， 原告は， 信用取引の仕組みやリスクについて一応の理解は
していたと認められるのに，本件信用取引開始後は，被告会社から送付さ
れる取引報告書を理解しようとも努めず，漫然と，被告 Y1 ら担当者に任

















【19】　広島高判平成 27 年 7 月 16 日証券セレクト 49 巻 416 頁（5 割の過失相殺）






たあと，「1 審原告は，C が担当する前に，A 株が 1 か月以内に暴落して
投資元本のほとんどを失うという経験をしたことがあるから，国内の上場
株式の現物取引であってもリスクがあることを経験的に理解していたとい






















【20】　東京地判平成 28 年 3 月 14 日金商 1493 号 50 頁（2 割の過失相殺）

























【22】　名古屋地判平成 22 年 9 月 8 日金法 1914 号 123 頁
〔事案の概要〕　顧客は統合失調症を罹患しており，精神障害等級 3 級と


























【23】　東京地判平成 25 年 8 月 29 日先物取引裁判例集 69 号 64 頁
〔事案の概要〕　顧客は美容室を経営しており，統合失調症を罹患し，精





































を認めた 24 件の裁判例のうち，過失相殺を施さなかったものがわずか 4 件











（裁判例【 3】 【 4】 【 5】 【 6】 【11】 【15】 【19】），金融業者側から説明文書や取引報告書
などを受けていることを前提に，投資取引のリスクを理解していたことを過













（裁判例【 1】【 2】 【 5】 【15】 【18】）であり，これらの裁判例は顧客に対して自ら取
引停止に係る投資判断を行うべきことを求めて，それをしなかったことを
「被害者の過失」としているようである。他方で， 顧客自身の投資判断ミスで







とを過失相殺の考慮要素とするものが 4件 （裁判例【 3】 【 6】 【11】 【18】） ある。ま
た，金融業者側の言葉を軽信したことを過失相殺の考慮要素とするものが 2




に積極性を示したりすることを過失相殺の考慮要素とするものが 3 件 （裁判例
【 3】【16】 【17】）， 顧客が紹介された金融商品から自らリスクのある金融商品を選







































































































































叢 13 巻 1 号 123 頁以下（1995 年），村本武志「ワラント裁判例の現状と問題点―
違法性判断と損害論を中心として」ジュリ 1076 号 138 頁以下（1995 年）など参照。
また，加藤新太郎「近時における金融商品取引関係訴訟の動向〔適合性原則〕」金商




めた裁判例においては，過失相殺割合 4 割以下のものが全体の 80.9% を占めている
という検証結果があった（内橋ほか・前掲注 7）160 頁）。これは最高裁平成 17 年判
決以降の裁判例を取り扱う本稿での結果とはかなり異なっている。
〔付 記〕　本稿は，科研研究費補助金（基盤研究 （C）（一般）・課題番号：16K03440） 
を受けた研究成果の一部である。
